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1 最低賃金が変わります 時間額 1,090 円に！ 令和 8 年 12 月 1 日～   

 岩手県最低賃金（現行：時間額 1,031 円）が、令和 8 年 12 月１日から 

時間額 1,090 円 

に改正されます。最低賃金は、年齢やパート、学生アルバイトなどの働き方の違いにかかわ 

らず、全ての人に適用されます。事業主の皆様は、ご準備と確実な対応をお願いします。 

 なお、厚生労働省では、賃金引き上げに向けた支援策等をホームページに掲載しています。 

 詳しくは「賃金引上げ特設ページ」を検索してご利用ください。 特設ページはこちらから ▶ 

２ 労働災害発生状況等について 

 令和 8 年の８月末現在の労働災害は 37 件となり、対前年比で 17 件減少しています。概ね各業種で減

少していますが、特に建設業、商業、社会福祉施設が大きく減少しています。一方、林業、畜産業は増加し

ています。事故の型別では、転倒災害が 12 件、墜落・転落が７件、はさまれ・巻き込まれが６件、腰痛等

動作の反動・無理な動作が 5 件となっています。 

 釜石監督署管内の労働災害発生状況については、岩手労働局ホームページ内の「釜石監督署からのお知ら

せ」に掲載していますので、右下の二次元コードをご参照ください。 

  釜石署管内の転倒災害は約 32％を占めています。特に 50 歳以上 

 を中心に、転倒による骨折等の災害が増加し続けています。 

事業主の皆様、右の転倒防止対策事例集(盛岡監督署作成)も参照し、 

つまずき、滑りによる原因を少しでも減らすよう、職場環境の改善に 

努め、転倒災害防止に取り組みましょう。 

３ 届出していますか？ 『３６協定』 時間外労働・休日労働を行う場合に必要です     

 時間外労働や休日労働をさせる場合には、事業主と事業場の労働者代表との間で「36 協定」を締結し、

労働基準監督署への届出が必要となります。 

労働時間を延長して労働させることができる時間は、原則として、1 か月 45 時間、1 年について 360

時間（1 年単位の変形労働時間制を採用している場合は 1 か月 42 時間、1 年 320 時間）を超えないよう

に協定で定める必要があります（限度時間）。ただし、通常予見することのできない業務量の大幅な増加等

に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合には、特別条項を設けることにより、特例とし

て、①1 年 720 時間（時間外労働のみ）、②1 か月 100 時間未満（時間外労働＋休日労働）、③2～6 か

月平均８０時間以内（時間外労働＋休日労働）、④月４５時間を上回る回数は年６回まで、の範囲で限度時

間を超えて労働させることが認められます。一方、時間外・休日労働が月４５時間を超えて長くなるほど、

業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が徐々に強まるとされており、過重労働による健康障害防止を図る観

点から、この特別条項を締結する際には、医師による面接指導、深夜業の回数制限、勤務間インターバルの

確保、連続休暇の取得等の健康福祉確保措置を定めなければなりません。 

なお、坑内労働、著しく暑熱・寒冷な場所における業務、著しい振動、強烈な騒音、有害物の粉じん・蒸

気を発散する場所等厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務について、時間外労働は１日２時間を超

えてはならないほか、建設事業、自動車運転の業務、医師等については個別の上限規制があります。 

 36 協定や働き方改革、その他支援等に関する詳しい情報等は以下をご参照ください。 

 

 

 

（令和８年８月

末現在） 
製造業 鉱業 建設業 

運輸交

通業 

貨物取

扱業 

農林業 

畜産・水

産業 

商業 通信業 

保健衛

生業 

接客娯

楽業 

ビルメン・

その他 

合計 

令和８年 8月末 12 0 3 1 0 3 3 4 0 7 0 4 37 

前年同期 15 1 9 2 0 1 2 8 1 12 0 3 54 

増減数  -3 -1 -6 -1  2 1 -4 -1 -5  1 -17 
 

令和８年 

10月 

岩手労働局のホームページに掲載しています。                       令和 8年 9月 25日発行 検索 釜石監督署 

釜石労働基準監督署からのお知らせ 
 

 

釜石監督署からの 
お知らせ災害統計 ▼ 

転倒災害対策事例集
（盛岡署作成）▼ 

36 協定届 
主要様式 
▶ 

36協定届 

作成支援 

ツール 

▶ 

働き方改革

の取組事例 

▶ 

はたらき 

かたススメ 

特設サイト 

▶ 

岩手働き方

改革推進支

援センター 
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４  第 77 回『全国労働衛生週間』  10 月１日～７日  9 月は準備期間です！        

～ひとりひとりが貴重な人材 心も体も健やかに みんな生き生き健康職場～ 

「全国労働衛生週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛生』に関する国⺠の意識を⾼

め、職場の⾃主的な活動を促して労働者の健康を確保することを目的として毎年実施されています。 

事業場では、本週間に次の事項を実施しましょう。 

□ 事業者または総括安全衛生管理者による職場巡視 

□ 労働衛生旗の掲揚およびスローガンなどの掲示 

□ 労働衛生に関する優良職場、功績者などの表彰 

□ 有害物の漏えい事故、酸素⽋乏症などによる事故 

など緊急時の災害を想定した実地訓練などの実施 

□ 労働衛生に関する講習会・⾒学会などの開催、 

作⽂・写真・標語などの掲示 

□ その他労働衛生の意識⾼揚のための⾏事などの実施 

また、取組には以下の情報をご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 化学物質管理訪問支援事業について 厚労省委託事業 無料で事業場に訪問します  

 

 令和８年度厚労省委託事業として化学物質訪問支援を行っています。この事業は、安全衛生法に基づくラ

ベル表示、安全データシート（SDS）、化学物質のリスクアセスメント等新たな化学物質規制の内容や、化

学物質の危険有害性に関する知見の少ない事業場に対して、化学物質取扱作業に係る安全衛生指導の専門

家を派遣して訪問支援（実地指導）を無料で行うもので、実施主体は（一社）日本労働安全衛生コンサルタ

ント会となります。申込期限は令和 8 年 10 月 30 日までで、予定件数に達した場合、終了となります。 

 訪問支援は中小企業の事業場の現在使用されている濃度基準値設定 

予定の物質等の使用状況に合わせて、 

①リスクアセスメント自律的管理定着支援コース 

②リスクアセスメント導入支援コース 

の 2 コースから選択できます。 

 申込みはこちら▶URL： 

https://jashcon.or.jp/contents/project-r8-chemical 

全国労働衛生週間 
実施要領・リーフレット
ポスター はこちら ▼ 

https://jashcon.or.jp/contents/project-r8-chemical

